




























（1）　「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」平成 30 年 7 月 6 日法律第 71 号。
（2）　奥田香子「年次有給休暇制度の『転換』─年休付与義務構成の再評価」『法律時報』91 巻 2 号（2019 年）20 頁。
（3）　野田進「年休の時季決定における使用者の関わり─『不作為を基本とする義務』からの脱却」『季刊労働法』




















基準法 39 条 7 項によれば，使用者は，年 10 日以上の年次有給休暇を得る労働者に対して，年休の













（8）　そのほかに，年次有給休暇管理簿の作成・保存が使用者に義務付けられた（労働基準法施行規則 24 条の 7）。
（9）　基準日とは，「継続勤務した期間を 6 か月経過日から 1 年後ごとに区分した各期間（最後に一年未満の期間を生
じたときは，当該期間）の初日を言う」とされる。ただし，この基準日は前倒しにでき（例えば 4 月入社の労働者










本件法改正により，従来の労働者による時季指定（労基法 37 条 5 項）や，過半数代表者等との労
使協定による計画年休（同 6 項）とは異なって（13），使用者は新たに，年休の始期・終期の特定に際























野田・前掲（註 3）105‐108 頁，和田肇「年次有給休暇の法政策の検証」『労働法律旬報』1924 号（2018 年）28 頁。
（14）　野田・前掲（註 6）180 頁。この状況は今日においても変わらず当てはまるように思われる。
（15）　第 189 回国会閣法第 69 号。同法案は，年次有給休暇について，本件法改正により挿入された労働基準法 39 条
7 項・8 項と全く同一の規定を有していた。
（16）　「規制改革に関する答申～経済再生への突破口～（平成 25 年 6 月 5 日）」64 頁，https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kaigi/publication/130605/item1.pdf（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（17）　「第 11 回 雇 用 WG 議 事（平 成 25 年 10 月 11 日）」6 頁，https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/meeting/ 





















実際の例をいくつか確認しよう。第 12 回の雇用 WG 会議において，委員の島田陽一は，
適用除外には一定の条件が必要で，理念的には先ほどから申しておりますように健康確保及
び生活時間の確保という視点が必要です〔。〕（中略）それからもう一つは年休の完全消化，特
（18）　「第 12 回雇用 WG 議事（平成 25 年 10 月 23 日）」23 頁，https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/meeting/ 




（20）　「第 15 回雇用 WG 議事（平成 25 年 11 月 21 日）」4 頁，https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/meeting/ 2013/ 
wg2/koyo/131121/summary1121.pdf（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（21）　「第 21 回規制改革会議議事録（平成 25 年 11 月 27 日）」28‐29 頁，https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/
meeting/2013/committee2/131127/gijiroku1127.pdf（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。




























規制改革会議が，平成 25 年 12 月 5 日に「労働時間規制の見直しに関する意見」を公表して以降，
年休についての議論の場は，労働政策審議会労働条件分科会に移っていった。労政審での議論は，






























（27）　「第 119 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（平成 26 年 11 月 5 日）」〔池田委員発言，下線部筆者〕，https: 
//www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000067278.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（28）　「第 120 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（平成 26 年 11 月 17 日）」〔池田委員発言，下線部筆者〕，https: 
//www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000067283.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（29）　「第 115 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（平成 26 年 9 月 10 日）」〔新谷委員発言〕，https://www.mhlw. 
go.jp/stf/shingi2/0000060844.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（30）　「第 112 回労働政策審議会労働条件分科会資料№ .2」（平成 26 年 4 月 22 日），https://www.mhlw.go.jp/file/05-































（33）　「第 122 回労働政策審議会労働条件部会（平成 27 年 1 月 16 日）」〔村山労働条件政策課長発言，下線部筆者〕，
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000079248.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（34）　労働政策審議会労働条件部会「今後の労働時間法制等の在り方について」3‐4 頁，https://www.mhlw.go.jp/file/ 







は，労働側が 8 日を主張したのに対し，使用者側は 3 日を主張し（36），最終的に間をとる形で 5 日に
























（35）　以下，「労働者が労基法 39 条 5 項により時季を指定する休暇」を指して，この語を用いる。これは，奥田・前
掲（註 2）の用語法にならったものである。
（36）　「第 123 回労政審労働条件分科会（平成 27 年 1 月 29 日）」，https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000079249.
html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（37）　奥田・前掲（註 2）20‐21 頁は，前掲（註 34）の労政審による答申が，本件法改正に「結実」したと位置づけている。
（38）　厚生労働省「就労条件総合調査」，「賃金労働時間制度等総合調査」（1999 年まで）。同調査の 1984 年以降の
経年的変化は，JIL-PT が「年次有給休暇の付与日数・取得日数・取得率」としてまとめており，これを参照した。







2015 年 10 月に発足した第三次安倍内閣は，アベノミクスの第 2 ステージとして「一億総活躍社
会」の実現を目指すことを宣言した（39）。2015 年 10 月以降，「一億総活躍国民会議」が 8 度にわたり





会議は，2016 年 9 月 27 日より 10 度にわたり開催されたが，そこでの議論において，年次有給休














（39）　朝日新聞 2015 年 9 月 26 日（東京本社）4 面。
（40）　首相官邸「ニッポン一億総活躍プラン（平成 28 年 6 月 2 日）」，https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusouka 
tsuyaku/pdf/plan1.pdf（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。
（41）　同上 20 頁。同 7‐9 頁は，「働き方改革」の促進を宣言し，その三本柱として，①非正規雇用の待遇改善，②長
時間労働の是正，③高齢者の就労促進を挙げている。しかし②において，労働者の年休取得を確実ならしめるため
の措置への言及はない。
（42）　働き方改革実現会議「働き方改革実行計画（平成 29 年 3 月 28 日）」15 頁，https://www.kantei.go.jp/jp/singi/
hatarakikata/pdf/honbun_h290328.pdf（最終閲覧日，2019 年 9 月 29 日）。
（43）　「第 138 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（2017 年 8 月 30 日）」〔村上委員，川野委員，冨田委員各発言〕，
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000180921.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。「第 139 回労働政策審議会
大原社会問題研究所雑誌　№735／2020.128
労政審での議論が 2017 年 9 月 15 日に終了したため，議論の場は，さらに国会に移ることとなっ
た。2018 年 1 月 22 日に本法の法案が国会に提出されて以降も，議論の焦点が年次有給休暇にあて
られることは少なかった（44）。数少ない例の一つは，2018 年 4 月 4 日の参議院本会議における議論で
ある。民進党の古賀之士議員が，年 3 労働週以上の年休付与を義務付けた ILO132 号条約の批准予
定があるかを問うたのに対し，加藤正信厚労相は，「国内法制との整合性の観点から，条約の批准
に当たっては慎重な検討が必要」と消極的な姿勢を示した。もう一つの例は，衆議院厚生労働委員






本稿冒頭で述べた通り，本件法改正は，2018 年 6 月 28 日に成立した。この際，参議院において









まず 2018 年 7 月 18 日の第 144 回会議においては，使用者の時季指定にもかかわらず労働者が自
身の判断で出勤した場合につき，「使用者が当該日の労働を受領した場合には年休を付与したこと
にはならないため，違反に問われるものと考えてございます（47）」とされている。また，同 8 月 9 日
労働条件分科会議事録（2017 年 9 月 4 日）」〔八野委員各発言〕，https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183371.
html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。




（45）　もっとも，意見尊重義務は，既に 2015 年の労政審答申に述べられていたところであった。前掲（註 34）4 頁。
（46）　https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/196/pdf/k0801960631960.pdf（下線部筆者，最終閲覧日
2019 年 9 月 29 日）。



























mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195314_00002.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。この点については行政解釈に明記
された。厚生労働省・平成 30 年 12 月 28 日基発第 15 号（以下，野田・前掲（註 3）にならい「解釈」とする），同
「年 5 日の年次有給休暇の確実な取得　わかりやすい解説」（以下，「解説」）21 頁 Q11。
（48）　「第 145 回労働政策審議会労働条件分科会議事録（平成 30 年 8 月 9 日）」〔黒澤労働条件政策課長発言〕，
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195314_00003.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 29 日）。この点については
行政解釈に明記された。「解説」20 頁 Q5。






































（54）　「解説」前掲（註 47）21 頁 Q10。

























使用者は，時季指定に際して，労働者の意見を聴取しなければならず（労基則 24 条の 6 第 1 項），
聴取した意見を尊重する努力義務を負う（同第 2 項）。使用者による聴取を受けた際に，労働者が















































（64）　「解釈」前掲（註 47）11 頁答 8。
（65）　本稿３節（2）参照。
（66）　野田・前掲（註 3）113 頁は，「労働者が時季指定権（第 5 項）を行使したときには，その日数分について使用者
の時季指定は撤回せざるを得なくなる（8 項）」とする。
（67）　野田・前掲（註 6）234‐235 頁は，計画年休と自由年休の関係についてではあるが，「『事業の正常な運営を妨げ
る場合』に年休の効果が阻止されるのは，第 4 項〔現第 5 項〕による年休と解さざるを得ない」と述べている。この
理は，使用者による時季指定との自由年休との関係にも妥当すると思われる。




























的に，かかる就業規則の不利益変更は，労働基準法 39 条の趣旨を没却するため，労働契約法 10 条
所定の「合理性」を欠き無効となると解釈すべきであろう。仮に当該変更に労働者の個別同意があ
るとしても，年次有給休暇それ自体は，金銭補償を許さない性質のものであるから，当該個別同意
は労働基準法 39 条を潜脱するものとして公序（民法 90 条）に反し無効と解すべきである。
これと関連して，実務上重要となると思われるのは，法定の年次有給休暇とは別に，企業が独自
（70）　フーズシステム事件・東京地判平 30・7・5 労判 1200 号 48 頁は，派遣労働者が派遣先に直用された事案では
あるが，派遣元における有給休暇の残日数が引き継がれたか否かが問題となった。
（71）　西谷・前掲（註 5）241 頁。
（72）　山梨県民信用組合事件・最二小判平 28・2・19 民集 70 巻 2 号 123 頁。






























（74）　「解釈」前掲（註 47）13 頁答 12。





（77）　奥田・前掲（註 2）25 頁，野田・前掲（註 3）115 頁，大内・前掲（註 4）93 頁。
